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歳出の主な用途

市税の内訳
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民生費…福祉や子育て支援など
総務費…行政運営、地域振興など
土木費…道路、橋りょうなど維持設備や
　　　　下水道会計への繰出など
農林業費…農林産業の振興など
公債費…借入金の返済など

　 区分

市民税

固定資産税 

軽自動車税 

市たばこ税

　合　計

6億8400万円

8億8200万円

    6100万円

1億340万円

17億6100万円

商工費…商工業や観光振興など
衛生費…ごみ処理や市民の健康増進など
教育費…学校施設維持整備や教育振興など
消防費…消防・防災など
議会費…議会運営など
その他…災害対策、雇用対策、用地取得など

市税では、1100万円、0.6％の減を見込んでい
ます。内訳としては、市民税が個人分、法人分
合わせて3200万円の減、固定資産税は2400万
円の増、軽自動車税は200万円の増、市たば
こ税は600万円の減を見込んでいます。 

※1　使用料及び手数料、寄附金、繰越金、諸収入

※2　地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、
株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交
付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、
交通安全対策特別交付金、諸収入

土地区画整理事業特別会計は、補償費の減
が主たる要因で減となり、公共下水道事業
特別会計は雨水排水路整備事業費の減が主
たる要因で減となっています。 また、国民
健康保険事業特別会計は、療養費の増が主
たる要因で増となっています。

特別会計

土地区画整理事業

公共下水道事業 

農業集落排水事業

宅 地 造 成 事 業

国民健康保険事業

後期高齢者医療

4億2200万円

5億8000万円

6400万円

5900万円

34億1300万円

2億4400万円

－3.3%

－10.7%

－6.4%

－30.7%

　2.5%

－0.2%

公営企業会計

病院事業

水道事業

17億8900万円

8億7900万円

●旧西部小学校整備事業 ｜3億5900万円｜
●旧北部小学校整備事業 ｜5億2700万円｜

●地方創生推進交付金事業 ｜4400万円｜

●温泉保養宿泊施設再生整備事業
 ｜7億8600万円｜

　旧西部小学校運動場を、「多目的運動施設」として人
工芝、夜間照明などの整備を行います。
旧北部小学校については、校舎を「子ども・子育ての拠
点」として整備します。併せて、児童遊園や駐車場の整備
も行います。

継続事業

平成28年度　多久市注目事業

新規事業

学校跡地を「子ども・子育て」
「スポーツ交流」の拠点として活用！

　地方創生の深化のための新型交付金を活用して、「多
久市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、シ
ティプロモーション、産業支援、観光振興を図ります。

地方創生を推進中 !

新たな観光宿泊施設として再生！
　複合温泉施設「旧ゆうらく」を平成29年度までに改
修し、公設民営による新たな観光宿泊施設にします。
今年度予算では、実施設計業務委託料をはじめ、改修
工事費、公有財産購入費などがあります。

地方消費税交付金
3億5400万円
（3%）

県支出金
8億300万円
（6%）

130億
2000万円

歳入

市税
17億6100万円
（14%）

繰入金
10億7300万円
（8%）

その他※1
4億1400万円
（3%）

その他※2
2億7900万円
（2%）

財産収入
4億5600万円
（4%）

分担金及び負担金
1億9500万円
（1%）

地方交付税
39億5000万円
（30%）

市債
19億6700万円
（15%）

国庫支出金
17億6800万円
（14%）

自主財源
 30%

依存財
源 

70
%

130億
2000万円

歳出

民生費

総務費
24億3400万円
（19%）

衛生費
9億8700万円
（8%）

商工費
9億9600万円
（8%）

土木費
11億7500万円
（9%）

消防費
3億4900万円
（3%）

公債費
10億8900万円
（8%）

議会費
1億5400万円
（1%）

教育費
7億800万円
（5%）

農林業費
11億600万円
（8%）

その他
7900万円
（1%）

39億4300万円
（30%）

2.4%

－0.6%

予算額会計名 前年比 予算額会計名 前年比
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